
 

様式第２号（政務活動実施報告書） 

 

 

平成２９年 ８月１８日  

 

 

 井原市議会議長 

    西田 久志  様 

 

 

井原市議会議員   三宅 文雄     

 

 

 下記のとおり政務活動を実施しましたので、報告します。 

 

 

記 

 

１．実 施 期 間 平成 29 年 8 月 11 日（金）～8月 12 日（土） 

２．研修会等の開催地 

または視察、要請・

陳情活動先 

 

大阪市東淀川区東中島 1-18-22  丸ビル別館 

     新大阪丸ビル別館 

 

３．研修会等の名称 

  または視察、要請・

陳情活動内容 

 

デ－タで読み解く 人口減少対策 

 

8 月 11 日（金） 

10:00～12:30  若年層を取り巻く雇用環境と結婚支援 

政策の問題点と課題 

14:00～16:30  人口減少社会における出産と子ども・ 

子育て支援政策の問題点と課題 

 

8 月 12 日（土） 

10:00～12:30  医療保険制度の財源と給付から検証 

する地域･世代・保険者間格差 

14:00～16:30  介護保険制度の財源と給付のあり方と 

        地域包括ケアシステム 

 

４．研修会等の講師名 

または視察、要請・

陳情活動先の担当者

名 

 

甲南大学経済学部准教授 

足 立 泰 美   様 

 



 

５．活 動 内 容 

 

 

Ⅰ 若年層を取り巻く雇用環境と結婚支援政策の問題点と 

課題 

（１）社会背景 

  ○人口減少の影響 

★経済への影響：就業者数の減少による労働力低下と 

      消費の減少。 

★地域への影響：地域社会の急速な縮小と都市機能の 

      低下。 

★社会保障への影響：社会保障の担い手の縮小と社会 

保障制度の維持への影響。 

○地理的人口推移 

 ★人口規模が小さい自治体ほど人口減少率が高い。 

 ★2050 年には、居住地域の２割が無居住化と推計。 

 ★高齢化が進む地方に対し、大都市圏では当面高齢者 

人口が急増。 

   ★過疎地を中心に、地方では若年人口の減少と高齢者 

人口の減少 

  ○人口減少の施策 

★人口動向 

 ＊（1945 年～1970 年）終戦直後の第一次ベビ－ブ－

ムと 1949 年以降の急激な低下。高度経済成長に

伴う農村地域から大都市への人口移動。 

 ＊（1971 年～1989 年）第 2次ベビ－ブ－ムと 1974 年 

以降の人口置換水準を下回る出生率。 

＊（1990 年～2004 年）1990 年（ひのえうま）の 1.57

ショックによる出生率低下の社会意識が高まる。

エンゼルプランなどの少子化対策が進む。 

＊（2005 年以降）過去最低の出生率 1.26（2005 年）

を記録。その後やや回復傾向。 

★当時の認識 

 ＊（1945 年～1970 年）人口増加抑制政策 

 ＊（1971 年～1989 年）少子化の進行は顕在化してい

なかった 

＊（1990 年～2004 年）少子化対策の開始 

   ▼（1992 年）育児休業施行 

   ▼（1995 年）育児休業給付の創設 

   ▼（1994 年）エンゼルプラン 

   ▼（1999 年）新エンゼルプラン 

   ▼（2004 年）少子化社会対策大綱 

   ▼（2004 年）子ども・子育て応援プラン 

＊（2005 年以降）少子化対策の強化 

   ▼（2008 年）新待機児童ゼロ作戦 

   ▼（2010 年）子ども・子育てビジョン 

   ▼（2012 年）子ども・子育て関連３法成立 

   ▼（2013 年）少子化危機突破のための緊急対策 

      ▼（2015 年）少子化社会対策大綱閣議決定 

（２）雇用・結婚・出産における社会経済状況 

  ○婚姻を取り巻く環境 



 

★生涯未婚率は、1990 年までは横ばいで推移していたの

が、1990 年以降は著しく上昇した。 

★生涯未婚率の上昇は、将来的な合計特殊出生率の低下

に繋がる可能性がある。 

★男性と女性に共通して、独身者の大半が結婚を希望。 

★今まで結婚していないのには「結婚できない理由」と

「結婚していない理由」がある。 

★結婚できない理由には、「結婚後の生活資金が足りな

い」「結婚資金が足りない」がある。 

  ○若年者の雇用環境 

★非正規雇用労働者の多くが、２人に１人は年収 200 万

円未満である。 

★非正規雇用労働者の多くが、経済的理由で結婚してい

ない 

★男性の正規雇用と非正規雇用で配偶者の有無に差。 

★年々非正規雇用者が増加している。 

  ○出産の実態 

★妻の平均初婚年齢は上昇するとともに、出生数は減少

し、晩婚化・晩産化の傾向にある。 

★結婚したときの妻の年齢が高くなると、夫婦の持つ子

どもの数も減少する。 

★生涯未婚率の上昇は無子化を招いている。 

（３）近年の若年層の政策 

  ○「就業と子育ての両立」の実現 

   ★希望実現阻害要因 

・ 脆弱な経済的基盤による結婚不安。 

・ 長時間労働等による仕事と家庭の両立困難。 

・ 男性の家事、育児分担の不足。 

   ★働き方改革・両立支援 

・ 「働き方改革」の更なる推進による仕事と生活の 

調和（ワーク・ライフ・バランス）。 

   ★重点的取り組み 

・ 若者の雇用、経済的基盤の改善：非正規雇用労働

者の正社員転換、待遇改善、被用者保険の適用拡

大（年金法改正）。 

・ 非正規雇用を始めとする女性の継続就業の支援：

多様な保育サ－ビスの拡充、企業の取り組み強化。 

・ 育児休業と保育の切れ目ない保障：育児休業制度

の見直し、保育の基盤整備。 

・ 妊娠･出産･子育てへの支援：不妊治療費の助成。 

・ 特別な配置が必要な子ども･家庭への支援：ひとり

親家庭・多子世帯への支援（児童福祉法改正）等。 

  ○ジョブカ－ド制度 

★求職者と求人企業とのマッチング、実践的な職業能力

の習得、安定的な雇用への移行などを促進。 

  ○ワ－ク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） 

   ★女性の就業継続への意欲が高まる一方で、「結婚･出産 

・子育て等による家庭での責任」と「仕事」の両立の

負担感から、依然として、出産後の継続就業率は約



 

４割と低く、女性管理職の比率も低い。今後は、仕

事と子育ての両立や再就職の支援といった女性の

ライフステ－ジに応じた支援を行うことが必要で

あり、あわせて、男女ともにワ－クライフバランス

を推進していくことが必要である。 

  ○就業・婚姻・出生との関係 

   ★生涯未婚率と女性賃金率は出生率に有意にマイナス

⇒結婚や出産・育児に伴うコスト（機会費用）が出生 

率の低下を促す。 

   ★平均結婚年齢は出生率に対し有意でない。 

   ★女性就業率は出生率に対し有意でない。 

⇒晩婚化や女性の社会進出（就業率の上昇）が出生率

の低下をもたらすという効果は確認されない。 

  ○婚活支援政策効果 

   ★全体の６割以上の人が将来的に結婚を考えており、特 

  に２０代の若い世代は、結婚したいと考えている人が

多かった。 

 ★全体の半数以上が将来的に子どもを持ちたいと考え

ており、特に２０代の若い世代でそれを望んでいる人

が多かった。 

 ★結婚の意思がある人は、子どもを持ちたいと考えてい

る人が多く、結婚の相手探しにも積極的に行動してい

る人が多かった。 

 ★婚活サ－ビスの利用によって結婚願望が高まったと

感じる人が多かった。 

 

Ⅱ 人口減少社会における出産と子ども・子育て支援政策の 

問題点と課題 

（１）社会背景 

  ○出産を取り巻く環境 

   ★結婚している夫婦の理想子ども数は 2.42 人であるの

に対し、予定子ども数は 2.07 人。 

★理想とする子ども数も、予定子ども数も、ともに低下

しており、かつ理想を下回る予定の子ども数。 

★乖離の理由として子育て教育費の負担に次いで子育

て環境が出されている。  

★若年であるほど負担感が強い。 

  ○子育てを取り巻く環境 

   ★子育ての負担や不安を感じるのは男性の７割弱、女性

の８割弱。 

★第１子出産後の就業継続率は４割を下回る。 

★若者世代が出産・子育てに前向きになる要件として、

安定した雇用と安心した保育サ－ビスの確保、仕事と

家庭の両立環境の整備、働き方の見直しが上位。 

★６歳未満の子どものいる家庭では、家事や育児の大半

が妻の担当。 

★三世代同居は減少するなかで、理想の家族の暮らしに

は親との同居や近居が過半数。 

★30 代の子育て世代は近居を志向。 



 

  ○夢を紡ぐ子育て支援 

   ★希望実現阻害要因 

・ 0～2 歳の保育サ－ビス量の不足、多様な働き方へ

の対応不足。 

・ 放課後児童クラブの不足。 

・ 出産、子育ての不安、孤立。 

   ★総合的子育て支援 

・ すべての子どもと子育てをきめ細やかに支援する 

社会的基盤の構築。 

   ★「就業と子育ての両立」の実現 

・ 二つの大きな取り組みを「車の両輪」として進め、 

国民の結婚、妊娠、出産、子育ての希望がかなう 

 社会を実現する。 

（２）自治体の財源と給付 

  ○財政の見方 

   ★主な財政指標 

・ 財政力指数：地方公共団体の財政力を同じ尺度で

測るための指数：数値が大きいほど財政力が強い。 

・ 経常収支比率：財政構造の弾力性を示す指標 

  →数値が低いほど財政にゆとりがある。 

  ○行政の評価 

   ★行政事業レビュ－とは（政策の検討） 

    ・意義⇒自立性：自らが全ての事業を対象にして 

      公開性：執行実態を明らかにしたうえでチエック 

の過程を公開しつつ 

      外部性：外部の視点を活用しながら点検を行い 

      結果：予算（概算要求）に反映させる取り組みで

ある。 

（３）事例（神戸市） 

  ○子ども・子育て支援政策の財源と給付 

   ★制約された財政状況、人口の移動及び地域の特性を踏

まえた女性の就労、出産、保育、及び子ども・子育て

支援政策における区単位のエリアマネ－ジメントの

検証を行う。 

   ★神戸市の児童福祉費の内訳をみると、保育所関連およ

び児童手当・子ども手当て、児童扶養手当が多く占め

ており、次いで乳幼児医療費が続く。 

   ★保育料は国基準徴収額の設定があるものの、神戸市の

基準額はそれよりも低く徴収している。だが他の政令

指定都市と比べると、神戸市の基準額は高く、地域格

差が生じている。3 歳未満及び 3 歳以上に分かれて基

準額が設定されており、共通して国に近い所得階層に

区分されており、基準額の設定は低所得及び高所得層

に比較的高く、中所得階層では低く設定されている。 

○若年女性の子育てニ－ズと満足度 

★若い女性が今後住み続けたい「まち」の魅力の要因に

子育て環境は上位に位置している。具体的には、安全

性、学校の環境、病院などの医療機関、保育所などの

託児施設である。 



 

 

所見 

 私にとっては、先月の永田潤子講師に続き二人目、女性の講 

 師から研修を受けさせてもらった。そもそも議員になろうと 

思った原点は、この人口減少問題にあったからである。平成 

という年号に変わってから、この問題が論じられるようにな 

り、国立社会人口問題研究所が公表した消滅可能都市の話も 

つい最近のことである。東京一極集中を是正し、地方創生を 

推進していく。これまたつい最近のことであり、政府の取り 

組が後手後手に回ったという感じが否めない。過ぎ去ったこ 

とは仕方がないので、問題はこれからである。若年層を取り 

巻く経済と雇用、そして出産と子育て、問題は個人のことと 

してではなくて、地域の問題として前向きに検討していくべ 

きと考える。今回神戸市の若い女性についてのニ－ズ調査と 

満足度、また同市の財源と給付について事例を示し、具体的 

な説明をいただいた。全体的に感じたことは、若者の結婚願 

望は強いということである。本市でも婚活支援をはじめ、い 

ろいろと施策を計画、実行しているが、今後も機会あるごと 

に提案なりまた支援にも協力していきたいと思う。 

 

Ⅲ 医療保険制度の財源と給付から検証する地域・世代・保険

者間格差 

（１）社会背景 

  ○社会保障給付費内訳 

   ★急激な高齢化の進展とともに社会保障給付費（年金、

医療、介護）は大きく増加。 

   ★団塊の世代の高齢化によって、医療・介護分の給付は

ＧＤＰの伸びを上回って増加している。 

   ★多くの自治体は少子化対策などには前向きだが、公共

事業を減らすなど歳出全体の伸びを抑制している。 

   ★歳出の伸びを抑制する背景には、高齢化に伴う介護・

福祉費用などが増加傾向である。 

  ○社会保障の安定財源 

   ★社会保険料収入は給付の伸びほどは増加していない。 

   ★日本の社会保障制度では、社会保険方式を採りつつ

も、給付費と保険料の差は税収で補填している。 

   ★国の負担は毎年 1兆円規模で増加し、財源の多くを借

金に依存している。 

（２）わが国の医療保険制度 

  ○医療保険制度の特徴 

   ★国民皆保険制度：全国民が保険に加入し、被保険者ま

たは世帯主が保険料を支払う代わりに重い負担なし

で医療サ－ビスを受けられる。 

   ★診療報酬点数制度：医療機関に支払われる診療報酬が

点数制の公定価格になっている。 

   ★フリ－アクセス：患者が自由に医療機関を選ぶことが

できる。 

  ○医療資源、医療費、保険料の地域格差 

   ★医療資源：医師数の絶対数は増加傾向である。 



 

   ★医療費：診療報酬制度のもとで設定されている。診療

報酬とは医療サ－ビスと材料の料金であり、医療保険

から医療機関に支払われる医療費のことである。 

   ★医療資源の地域格差：医療費の引き上げは入院が要

因。入院の引き上げ要因は、平均在院日数である。 

★医療費の地域格差：国民健康保険と後期高齢者医療の

一人当たり実績医療費には地域格差がある。 

（３）近年の医療政策 

  ○適切な給付体制：医療・介護の機能分化と連携強化 

★医療･介護提供体制の適正化：医療機関と介護機関の

機能分化・連携と地域医療構造を反映した「見える化」

を進める。 

○確実な財源確保：給付との整合した保険料設定と財源 

調整 

   ★インセンティブの強化：医療適正化へのインセンティ

ブが強化できるように国民健康保険料ならびに調整

交付金を設定する。 

   ★効率的な取り組み：諸外国では、開業規制、医療機器

規制、さらにアクセス規制で、医療費の抑制を図って

いる。 

 

Ⅳ 介護保険制度の財源と給付のあり方と地域包括ケアシス

テム 

（１）わが国の介護保険制度 ⇒ 2000 年に発足 

  ○介護保険制度の導入の背景 

★医療と介護の境界が不明瞭であり、家庭や社会から阻

害されて行き場を失った孤独老人が病院に身を寄せ

る「社会的入院」の問題。 

★認知症高齢者の増加、介護の長期化、老々介護などさ

まざまな社会問題が発生。 

  ○申請手続きの流れ 

   ★市町村は、保険者の日常生活の動作や問題行動の認定

調査と医師の意見書をもとに要介護認定を行う。 

   ★要介護度１から要介護度５は介護給付対象に、要支援

1 及び要支援２は予防給付対象になる。被該当者は地

域支援事業の対象となる。 

  ○サ－ビスの種類 

   ★介護給付（要介護１～５）サ－ビスには居宅サ－ビス、

地域密着型サ－ビス、施設サ－ビスがある。 

   ★予防給付（要支援１、２）サ－ビスには、訪問、通所

および短期入所サ－ビスなどの介護予防サ－ビス、地

域密着型介護予防サ－ビスがある。 

  ○第１号被保険者と第２号被保険者の相違点 

   ★介護保険制度の被保険者は、①65 歳以上の者（第１号

被保険者）、②40～64 歳の医療保険加入者（第 2 号被

保険者）である。 

   ★介護保険サ－ビスは、65 歳以上の者は原因を問わず要

支援･要介護状態となったときに、40～64 歳の者は末

期ガンや関節リュウマチ等の老化による病気が原因



 

で要支援・要介護状態になった場合に、受けることが

できる。 

  ○将来の高齢社会の実態 

   ★65歳以上の高齢者及び75歳以上の高齢者が急増する。 

   ★65 歳以上の単独世帯及び夫婦のみ世帯が増え続けて

いる。 

   ★認知症高齢者も増加する。 

（２）近年の介護政策 

  ○一億総活躍社会の活性化策 

   ★「支え手」「受け手」に分かれた社会から共に創る 

「地域共生社会」へ。 

   ★あらゆる住民が、支えあいながら、自分らしく活躍で

きる地域コミュニティを育成。福祉サ－ビスと協働し

て子育てなどを支援。 

   ★「タテワリ」から「まるごと」へ。 

   ★対象者ごとに整備されている福祉サ－ビスの一体的

な提供の推進。 

○具体的な対応 

   ★施設・人員基準や報酬体系の見直し、担い手の資格や

養成過程の見直しを検討。 

   ★地域課題の把握や解決の支援策（コ－ディネ－ト機能

など）を構築。 

   ★包括的な相談支援体制や地域における一体的なサ－

ビス提供を支援するための制度を創設。 

  ○医療・介護の連携 

   ★入退院時の連携：入院医療機関の医師・退院支援職員 

 と居宅介護支援事業所・地域包括支援センタ－の介護

支援専門員との連携 

   ★生活の場での連携：療養生活を支える医療職と介護職

の連携 

   ★在宅における連携 

    ▼多職種連携：在宅医療に携わる医師等医療職と在宅

介護に携わる介護支援専門員等介護職との連携 

    ▼通所系と訪問系の連携：通所リハビリと訪問リハビ

リの連携等 

   ★施設における連携：特養・老健の医師・介護支援専門 

 員と医療機関の医師・看護師等との連携 

○介護人材の確保 

 ★介護保険制度の施行後、要介護（要支援）認定者数は

増加しており、サービス量の増加に伴い介護職員数も

14 年間で 3.2 倍に増加している。 

   ★介護職員の就業形態は、非正規職員に大きく依存して

いる。 

   ★介護職員（施設等）は、30～49 歳が主流で、訪問介護

職員では 60 歳以上が約３割。 

  ○介護処遇 

   ★勤続年数、階級別に賃金をみた場合、介護職員の賃金

の上昇は他産業と比較して緩やかである。 

（３）政策評価 



 

  ○在宅医療・介護連携推進事業（事業項目と取引例） 

   ★地域の医療・介護の資源の把握 

   ★在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

   ★切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築

推進 

   ★医療･介護関係者の情報共有の支援 

   ★在宅医療･介護連携に関する相談支援 

   ★医療･介護関係者の研修 

   ★地域住民への普及啓発 

   ★在宅医療･介護連携に関する関係市町村の連携 

○行政事業レビュ－シ－ト 

★見方  ▼事業担当者？ 

      ▼事業の目的・内容？ 

      ▼事業予算・執行と成果評価？ 

      ▼点検･改善･外部識者の評価？ 

  ○施設入所待機者の解消と施設の機能分化が介護費用に

及ぼす影響 

   ★推計結果と政策的含意 

    ▼施設入所者で軽度の要介護者は居宅に移行後、重度 

  の要介護度者を入所させた場合に、介護費用を抑制

する効果がある。 

⇒待機申請者を入所させたとしても、入所者の集約

化と施設間機能分化によって介護費用の抑制が可

能になることが示された。 

 ▼医療施設から介護施設への移行を行うことによる、

医療･介護間の施設機能分化の効果を検討した。 

介護施設対象の患者で亜急性期・回復期医療施設も

しくは療養施設に入院している患者を施設に移行

させた場合、それによって削減される医療費のほう

が施設入所によって増加する介護費用を上回るこ

とが明らかとなった。 

  ⇒医療･介護施設間の機能分化によって、介護費用

を抑えられることが推察される。 

 

所見 

 第二日目は医療と介護について研修を受けた。私自身今年か

ら市民福祉委員会に所属している。これからの委員会活動に

非常に参考になった。2025 年問題がマスコミでも大きな話題

になってきている。戦後の第一次ベビ－ブ－ムの時代に生ま

れたいわゆる団塊の世代が全員 75 歳以上になる年である。

ＧＤＰ（国内総生産）は生産年齢者層の減少で縮小し、社会

保障費は大きく膨らんでくるであろう。病院も施設も多くの

高齢者で満杯となる。私たち団塊の世代の人間はこれからど

う生きればよいのか、考えさせられる研修でもありました。 

１．報告書は、政務活動終了後２週間以内に提出すること。 

２．活動内容欄のスペースが足りない場合は、任意の様式により活動内容を取りまとめ、活

動内容欄へは、「別添のとおり」と記載すること。 

 


